







Reexamining the Relationships between Municipal Mergers and the Closing and 
Consolidation of Public Elementary Schools: Analysis Based on Municipal Data 
Considering Multiple Factors 




This paper poses the question of whether the closing and consolidation of public elementary 
schools is likely to occur in municipalities which have merged, and conducts an analysis taking into 
account multiple factors related to school consolidation. The results suggest that the possibility of 
school closing and consolidation becomes higher in merged regions when compared to non-merged 
regions. 
In addition, if an analysis is conducted taking into account the differences in styles of consolida-
tion such as the establishment of new schools through consolidation and the incorporation of exist-
ing schools through consolidation, the results suggest school closing and consolidation tends to oc-
cur more in non-merged regions whichever style of consolidation.  
In this paper, an analysis was conducted of the various factors other than municipal mergers, 
which are expected to impact school closing and consolidation, incorporating the explanatory varia-
bles as control variables. The results of this part suggest that closing and consolidation is likely to 
occur in regions where there are very small schools with five classes or less. The results also suggest 
that school consolidation is seldom seen when the municipal area per school, which is the size of the 
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２．分析データ 
本稿の分析では市町村単位のデータ（特別区含む）を用いており、基本的には宮﨑（2015）に準
拠してデータを構築した。平成の合併期の中で 2004 年度と 2005 年度に合併のピークが見られたこ
とから、平成の合併期以降で 2004 年度か 2005 年度に 1 回だけ合併を経験した地域 2)（以後、「2004
年合併地域」又は「2005 年合併地域」と呼ぶ。これらをまとめて「合併地域」と呼ぶこともある）
と平成の合併期以降に合併を経験していない地域（以下、「非合併地域」と呼ぶ）とを抽出した。 
その上で、①2004 年合併地域と非合併地域の 1,384 地域 3) を分析対象としたデータセット（以下、




特定年（N 年）よりもその翌年（N＋1 年）の公立小学校数が減少した場合、N 年に学校統廃合が生
じたものとした。学校数のような学校関係の情報は「学校基本調査」（文部科学省）からのデータ 4) 





間の統廃合を考慮すると合併との関係性が薄れるため、合併基準年度を 1 年目と数えて、合併 4 年




参考に、データを整備できた次の 4 要因を考慮した 7)。 
 















ている。なお、極小規模校がある場合は 1、ない場合は 0 とするダミー変数を用いて分析した。 






年度（2004 年度又は 2005 年度）時点の情報を用いたが、湖沼等も含む市町村の全面積である。
単純な見方であるが、この面積が大きくなるほど、統廃合は起こりにくくなるものと予想される。 




















平均値 標準偏差 最小値 最大値 平均値 標準偏差 最小値 最大値 （データ加工時の参考資料）
統廃合あり
※1 0.27 0.44 0.00 1.00 0.27 0.44 0.00 1.00 学校基本調査
市町村合併あり 0.17 0.37 0.00 1.00 0.17 0.38 0.00 1.00 市町村合併資料集
※2
新設合併あり 0.13 0.34 0.00 1.00 0.14 0.35 0.00 1.00 市町村合併資料集
※2
編入合併あり 0.03 0.18 0.00 1.00 0.03 0.17 0.00 1.00 市町村合併資料集
※2
1,000人当たり小学校数(校) 8.17 11.15 1.11 155.56 8.13 11.37 1.06 175.00 学校基本調査
極小規模校あり 0.49 0.50 0.00 1.00 0.49 0.50 0.00 1.00 学校基本調査
1校当たり面積(km
2
) 31.28 50.86 0.44 608.81 32.88 52.86 0.44 608.81 全国都道府県市区町村別面積調






    ※2 ： 総務省ウェブサイト内に上記タイトルで公開されている情報であることを意味する。














































統廃合割合 地域数 統廃合割合 地域数
分析対象全地域 26.7% 1384 26.8% 1391
　　非合併地域 22.5% 1151 22.5% 1152
　　合併地域 47.2% 233 47.7% 239
　　　　新設合併地域 45.9% 185 48.5% 196
　　　　編入合併地域 52.1% 48 44.2% 43
出所：学校基本調査と市町村合併資料集から筆者集計。
注：基準年度を1年目として，合併4年目以降5年間に学校統廃合が生じた割合































差があるかを分析 10) したが、有意な差までは確認されなかった。 
 
被説明変数
説明変数 係数 標準誤差 有意確率 係数 標準誤差 有意確率
市町村合併あり 0.706 0.166 0.000 ** 0.694 0.164 0.000 **
1,000人当たり小学校数 0.003 0.006 0.627 0.002 0.006 0.738
極小規模校あり 1.885 0.166 0.000 ** 1.975 0.169 0.000 **
1校当たり市町村面積 -0.004 0.002 0.039 * -0.004 0.002 0.017 *
財政力指数 -0.758 0.300 0.011 * -0.585 0.294 0.046 *
定数項 1.932 0.238 0.000 ** -1.981 0.245 0.000 **




 / Nagelkerke R





































説明変数 係数 標準誤差 有意確率 係数 標準誤差 有意確率
新設合併あり 0.609 0.181 0.001 ** 0.674 0.176 0.000 **
編入合併あり 1.091 0.332 0.001 ** 0.789 0.352 0.025 *
1,000人当たり小学校数 0.003 0.006 0.630 0.002 0.006 0.746
極小規模校あり 1.874 0.166 0.000 ** 1.974 0.169 0.000 **
1校当たり市町村面積 -0.004 0.002 0.035 * -0.004 0.002 0.017 *
財政力指数 -0.825 0.306 0.007 ** -0.601 0.299 0.044 *
定数項 -1.837 0.244 0.000 ** -1.971 0.247 0.000 **




 / Nagelkerke R
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【脚注】 
1)  国立社会保障・人口問題研究所による「日本の地域別将来推計人口（平成 25 年 3 月推計）」をはじめとした市
区町村別人口推計を見ても明らかであろう。 
2)  本稿での「地域」は市町村を意味するが、合併を経験した場合は合併後のものを意味する。 
3)  宮﨑（2015）では 1384 地域となっていたが、本稿の分析のためにデータを確認すると本来 2004 年合併地域と
して考慮されるべき 1 地域が少なくなっていたことが判明したため、本稿ではこれを補ったデータで分析した。
また、2000 年に火山が噴火して全島避難となった東京都三宅村は 2004 年時点でも避難が続き児童がいなかった
ことから、分析対象から除外した。なお、宮﨑（2015）に関しては、詳細な数値が異なっている部分もあるもの
市町村合併と公立小学校の統廃合との関係の再検討―複数要因を考慮した市町村データに基づく分析― 
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の、論文そのものの結論に変化が生じるような部分はなかった。 






のは 2005 年 10 月で、合併前から議論が進んでいた小学校が 2 年半後に統廃合され、合併直後から議論が進み始
めた小学校が 5 年半後に統廃合されていた。これらを考慮すると、合理的な設定と考えられよう。 





8)  ここでは、特別支援学級を含まずに 5 学級以下の学校を考えている。 
9)  補助的な分析であり、紙幅等の都合により、詳細な結果の掲載は省略する。有意性の判断が微妙な 1 校当たり
市町村面積の係数については有意でなくなる部分もあったが、係数の符号は変わらなかった。 






（受理日：平成 28 年 3 月 31 日） 
 
